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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第20期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株

当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．当社は企業集団を構成する関係会社を所有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載してお

りません。 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） 12,170,751 10,052,429 10,806,939 25,135,562 20,946,351 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 951,250 △680,726 △1,499,233 2,013,386 △2,429,350 

中間（当期）純利益又は

中間（当期）純損失

（△） 

（千円） 534,217 △438,281 △1,245,541 1,177,764 △2,583,468 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 2,992,287 2,992,287 2,992,287 2,992,287 2,992,287 

発行済株式総数 （株） 14,377,000 14,377,000 14,377,000 14,377,000 14,377,000 

純資産額 （千円） 10,786,922 10,792,974 7,227,034 11,430,469 8,652,288 

総資産額 （千円） 23,610,099 22,714,612 27,951,974 22,588,952 30,050,992 

１株当たり純資産額 （円） 750.29 750.71 502.68 794.01 601.81 

１株当たり中間（当期）

純利益又は１株当たり中

間（当期）純損失（△） 

（円） 37.16 △30.48 △86.63 80.88 △179.69 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） 37.06 － － 80.87 － 

１株当たり配当額 （円） － － － 12.50 12.50 

自己資本比率 （％） 45.7 47.5 25.9 50.6 28.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 2,484,525 230,969 △540,201 6,370,396 926,902 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,511,047 △1,202,262 △8,776,385 △5,961,954 △1,374,924 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △599,712 1,195,287 8,820,287 150,287 695,287 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 1,451,533 1,862,754 1,390,030 1,638,592 1,886,251 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

582 

(114) 

655 

(130) 

679 

(172) 

630 

(124) 

649 

(140) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 679（172）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の増加や雇用情勢の改善などから景気はこ

れまでの緩やかな回復を持続いたしました。また、海外においても、原油価格の高騰による影響や米国経済の減速懸

念など不透明要因はあったものの、世界経済は底堅く推移いたしました。 

 当社が属する半導体・液晶関連市場につきましては、海外において大型液晶パネルの在庫調整が終わり、中小型液

晶パネルともども堅調に推移いたしましたが、顧客である半導体メーカーにおけるグローバルな競争の激化により国

内の半導体生産が引き続き伸び悩むなど、当社の事業環境は非常に厳しい状況となりました。 

 このような状況の中、当社は、液晶ドライバー（液晶駆動用ＬＳＩ）関連事業における受注獲得に注力するととも

に、ＢＵＭＰ（バンプ）事業の品目である半導体パッケージにおいては新規用途を積極的に提案し、国内外で新規顧

客の獲得を進めてまいりました。この結果、当中間会計期間の売上高は10,806百万円（前年同期比7.5％増）となり

ました。 

 ＢＵＭＰ事業は、液晶ドライバーの金ＢＵＭＰ受託加工が、液晶ＴＶ、ＰＣモニター、ノートＰＣ等向けの大型液

晶パネル用や、携帯電話、携帯型ゲーム機等向けの中小型液晶パネル用ともに、国内半導体メーカーの苦戦による受

注減少の影響を受けました。一方、半導体パッケージは拡大基調を継続してまいりました。なかでも新タイプの鉛フ

リー半田ＢＵＭＰやＷ－ＣＳＰ（ウエハーレベル・チップ・サイズ・パッケージ）の受注が拡大いたしました。Ｗ－

ＣＳＰは小型・薄型・高周波特性等の特長を活かし、携帯電話用の採用が拡大されてきました。この結果、ＢＵＭＰ

事業の売上高は4,483百万円（前年同期比3.6％増）となりました。 

 フィルムデバイス事業は、液晶ドライバーを大型液晶パネルに搭載するためのフィルム基板であるＣＯＦ（チッ

プ・オン・フィルム）が、液晶パネル市場における在庫調整完了に伴い、受注回復に向かいました。しかしながら、

山梨第５製造ラインの量産立ち上げが顧客認定の遅れ等により当中間会計期間においては想定に対しほとんど寄与で

きませんでした。この結果、フィルムデバイス事業部の売上高は6,323百万円（前年同期比10.5％増）となりまし

た。 

 損益面につきましてはＢＵＭＰ事業の改善はあったものの、山梨第５製造ラインの本格稼動が下期以降になり、投

資が先行する状況が続いていることから減価償却費等の費用の増加を吸収するには至らず、営業損失は1,422百万

円、経常損失は1,499百万円となりました。また、特別利益につきましては、前事業年度に引き続き国庫補助金等受

入額540百万円を計上いたしました。さらに、繰延税金資産について今後の業績見通し及び財務の健全性の観点から

慎重に検討して264百万円全額を取り崩すこととしたため、法人税等調整額が増加いたしました。この結果、中間純

損失は1,245百万円となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ496百万円減少し、1,390百万円となりまし

た。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは540百万円（前年同期は230百万円の収入）の支出となりました。これは主

に、減価償却費1,915百万円及び法人税等の還付による収入366百万円などによる増加要因と税引前中間純損失977百

万円、仕入債務の減少額1,548百万円及び売上債権の増加額612百万円などによる減少要因を反映した結果でありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは8,776百万円（前年同期比630.0％増）の支出となりました。主な要因は、

前事業年度に取得したフィルムデバイス事業の山梨新工場建築等に伴う有形固定資産の取得による支出8,856百万円

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは8,820百万円（前年同期比637.9％増）の収入となりました。主な要因は、

シンジケートローン実行による長期借入れによる収入8,000百万円であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注状況 

 受注確定から販売までのリードタイムが極めて短く、生産実績と受注高は販売実績とほぼ等しくなるため、生産

実績、受注実績及び受注残高の記載は省略しております。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

（注）前中間会計期間のソニーセミコンダクタ九州株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載

を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＢＵＭＰ事業 4,483,756 3.6 

フィルムデバイス事業 6,323,183 10.5 

合計 10,806,939 7.5 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

伊藤忠プラスチックス株式会社 3,465,902 34.5 3,137,751 29.0 

福井日本電気株式会社 1,478,361 14.7 1,324,491 12.3 

ソニーセミコンダクタ九州株式会社 － － 1,131,474 10.5 



５【研究開発活動】 

当社は、独創的な“高密度実装デバイス”を提供することを通して、社会に貢献することを経営の基本方針として

おり、これを実現するために、長年培ってきた微細加工技術、精密接合技術を核として、半導体デバイス分野及びＦ

ＰＤ（フラット・パネル・ディスプレイ）分野における、高密度実装技術の研究開発に継続的に取り組んでおりま

す。 

当社の研究開発体制は、本年４月の組織改革に伴い、新たに発足した技術統轄部のＢＵＭＰ技術部及びフィルムデ

バイス技術部で、それぞれの事業領域強化のための材料、プロセス（微細加工、精密接合）の基盤技術の研究開発、

並びにその応用技術開発（新ジャンル、新製品）を推進しております。 

（1）近年の研究開発成果 

①Ｗ－ＣＳＰの低背（薄型）化技術 

従来からＷ－ＣＳＰは薄型小型を特長に、携帯機器に搭載される半導体のパッケージング技術として、広く

採用されてまいりましたが、近年特に携帯電話の薄型化・小型化が進み、製品に搭載される半導体デバイスや

機能モジュール（ワンセグＴＶ機能、カメラ機能など）は高性能、高機能を図りながら、更なる薄型小型化が

要求されております。 

当社ではいち早く市場のニーズを捕らえ、Ｗ－ＣＳＰの性能、生産性を維持しつつ、総厚が１／２となる薄

型Ｗ－ＣＳＰの製造技術を確立し、平成20年度に向けて量産を開始する予定であります。 

②半田ＢＵＭＰの狭ピッチ化技術 

メモリーやロジックＬＳＩを筆頭に半導体デバイスの微細化や高速化と共に、その実装技術も高密度、高性

能なパッケージ技術として、ＳｉＰ（システム・イン・パッケージ）やＣｏＣ／ＰｏＰ（チップ・オン・チッ

プ／パッケージ・オン・パッケージ）などの３次元実装技術が進んでおります。次世代プロセス（45nm）にお

いては益々その要求が高まり、デバイス間接合／デバイス－基板間接合にマイクロ半田ＢＵＭＰによるフリッ

プチップボンディングが有力な接合技術となります。 

当社では継続して半田材料の改良（鉛フリー、耐衝撃性など）、プロセス開発（メッキ法、ボール搭載

法）、微細化（狭ピッチ化、低背化）技術に取り組み、各種半導体デバイスの実装形態に適した半田バンピン

グ技術を実用化してまいりました。近年においては狭ピッチ化の要求からバンプピッチが50μm以下のバンプ形

成技術を確立いたしました。 

③次世代ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）の量産技術 

薄型テレビやノートパソコンの液晶ディスプレイのドライバー（駆動回路）実装には、ＣＯＦが使われます

が、大画面、高精細化（フルハイビジョン）に伴うドライバーＩＣの表示データの高速伝送・多ピン化（ファ

イン化）に対応した高性能なＣＯＦが不可欠となります。 

当社は、既存のポリイミドフィルムと比べ熱膨張係数が低く寸法安定性の高いポリイミドベースフィルム

と、高絶縁ソルダーレジストを採用し、またインナーリードやアウターリードのファイン接合（30μmピッチ以

下）に適したＣＯＦの製造プロセスを開発し、本年９月に量産体制を整えました。今後の更なるファイン化

（インナーリードピッチ 30μm→25μm→20μm）にも対応するべく継続してＣＯＦの高性能化と量産技術開発に

取組んでまいります。 

（2）今後の研究開発テーマ 

①今後の電子機器、電子デバイスの高密度実装技術の進展に対応したＦＰＣ／ＣＯＦ（フレキシブル・プリンテ

ッド・サーキッツ／チップ・オン・フィルム）の技術開発とその応用 

②半導体デバイス実装技術の更なる高密度化（３次元化、機能複合など）に必要な要素技術（材料、プロセス）

開発とその応用 

当中間会計期間における研究開発費の総額は93,985千円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

   

  （1）重要な設備計画の変更 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画していたフィルムデバイス生産設備等（2,000,000千円）の拡

充については、設備投資時期等の見直しにより翌事業年度以降に延期いたしました。 

  

  （2）重要な設備の新設、除却等 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）

に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成17年６月24日定時株主総会決議 

（注）１①新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、当該新株

予約権の権利行使時において当社又は当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。

ただし、任期満了によりもしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、なおその後も権利

を行使することができる。 

    ②新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる発行日以降、破産宣告を受けていないこと並びに当社

又は当社関係会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

    ③新株予約権者が死亡した場合は、下記⑤により締結される契約に従い、相続人が新株予約権者の死亡の日より

２年以内（ただし、権利行使期間の末日を超えない。）に限り権利を行使することができる。 

    ④新株予約権者は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の１

単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

    ⑤その他の条件については、本定時株主総会及び取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

   ２ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとする。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 42,000,000 

計 42,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 14,377,000 14,377,000 
ジャスダック

証券取引所 
－ 

計 14,377,000 14,377,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 810 810 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 81,000 81,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,275  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

2,275 

1,138 
 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）１  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２  同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

（注）上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、115千株であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
 －  14,377,000  －  2,992,287  －  3,414,255 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カシオ計算機株式会社 東京都渋谷区本町１丁目６－２ 10,801 75.13 

カシオマイクロニクス従業員持株会 東京都青梅市今井３丁目10－６ 125 0.87 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－12 115 0.80 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 80 0.56 

樫尾 俊雄 東京都世田谷区 80 0.56 

樫尾 和雄 東京都国立市 80 0.56 

樫尾 幸雄 東京都杉並区 80 0.56 

エービーエヌ アムロバンク 

エヌブイ ヨーロピアン ハブ 

（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社 証券業務部） 

ＧＵＳＴＡＶ ＭＡＨＬＥＲＬＡＡＮ 

10 1082 ＰＰ，ＡＭＳＴＥＲＤＡＭ，

ＮＥＴＨＥＲＬＡＮＤＳ 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

64 0.45 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 50 0.35 

前野 重喜 東京都西東京市 50 0.35 

樫尾 彰 東京都武蔵野市 50 0.35 

計 － 11,576 80.52 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,376,700 143,767 － 

単元未満株式 普通株式     300 － － 

発行済株式総数 14,377,000 － － 

総株主の議決権 － 143,767 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 915 1,010 1,010 975 834 808 

最低（円） 840 850 936 862 720 698 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 市場開発担当 伊藤 修 平成19年12月20日 

取締役 管理統轄部長 川瀬 明廣 平成19年12月20日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,862,754   1,390,030 1,886,251   

２．受取手形 ※１  176,009   159,262 697,750   

３．売掛金   4,555,388   4,657,001 3,506,299   

４．たな卸資産   3,025,929   2,708,416 2,970,020   

５．繰延税金資産   556,423   － 264,485   

６．有償受給材   147,904   561,543 640,809   

７．その他   622,925   925,154 1,714,420   

流動資産合計     10,947,335 48.2 10,401,407 37.2   11,680,036 38.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２         

(1）建物   3,386,927   7,173,224 7,357,363   

(2）機械及び装置   6,890,643   8,546,608 9,530,731   

(3）建設仮勘定   76,160   409,540 10,334   

(4）その他   1,047,257   1,177,411 1,198,089   

有形固定資産合
計 

  11,400,989   17,306,785 18,096,518   

２．無形固定資産   126,202   118,237 135,683   

３．投資その他の資
産 

          

(1）繰延税金資産   105,949   － －   

(2）その他   134,135   125,543 138,753   

投資その他の資
産合計 

  240,084   125,543 138,753   

固定資産合計     11,767,276 51.8 17,550,566 62.8   18,370,956 61.1

資産合計     22,714,612 100.0 27,951,974 100.0   30,050,992 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※１ 3,495,161   927,635 3,691,483   

２．買掛金   996,782   2,642,507 1,427,209   

３．短期借入金   2,100,000   2,600,000 1,600,000   

４．１年以内返済予
定長期借入金 

  ―   1,500,000 1,500,000   

５．未払金   1,054,380   2,612,454 3,624,267   

６．未払法人税等   39,175   17,392 －   

７．設備支払手形 ※１ 640,415   242,262 7,556,369   

８．その他 ※３ 880,195   948,920 763,454   

流動負債合計     9,206,111 40.5 11,491,172 41.1   20,162,783 67.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   2,500,000   9,000,000 1,000,000   

２．退職給付引当金   179,304   215,841 200,834   

３．役員退職慰労引
当金 

  27,655   17,925 31,191   

４．その他   8,565   － 3,893   

固定負債合計     2,715,525 12.0 9,233,766 33.0   1,235,919 4.1

負債合計     11,921,637 52.5 20,724,939 74.1   21,398,703 71.2

            

（純資産の部）                    
Ⅰ 株主資本             
１．資本金     2,992,287 13.2   2,992,287 10.7   2,992,287 9.9 

 ２．資本剰余金                    
  (1)資本準備金   3,414,255     3,414,255     3,414,255    

   資本剰余金合計     3,414,255 15.0   3,414,255 12.2   3,414,255 11.4 

 ３．利益剰余金                    
  (1)利益準備金   1,350     1,350     1,350    
  (2)その他利益剰余

金                    

繰越利益剰余金   4,389,582     819,141     2,244,395    

   利益剰余金合計     4,390,932 19.3   820,491 3.0   2,245,745 7.5 

     株主資本合計     10,797,475 47.5   7,227,034 25.9   8,652,288 28.8 

Ⅱ 評価・換算差額等             
 １．繰延ヘッジ損益     △4,500 △0.0   － －   － － 

  評価・換算差額等
合計     △4,500 △0.0   － －   － － 

純資産合計     10,792,974 47.5   7,227,034 25.9   8,652,288 28.8 

負債純資産合計     22,714,612 100.0   27,951,974 100.0   30,050,992 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,052,429 100.0 10,806,939 100.0   20,946,351 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,868,337 98.2 11,342,929 105.0   21,601,521 103.1

売上総利益又は売上総損失
（△） 

    184,091 1.8 △535,989 △5.0   △655,170 △3.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     847,527 8.4 887,004 8.2   1,714,875 8.2

営業損失     663,436 △6.6 1,422,993 △13.2   2,370,045 △11.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   41,243 0.4 74,386 0.7   82,885 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   58,533 0.6 150,626 1.4   142,190 0.7

経常損失     680,726 △6.8 1,499,233 △13.9   2,429,350 △11.6

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ― 540,000 5.0   360,000 1.7

Ⅶ 特別損失 ※４   5,340 0.0 18,022 0.1   363,302 1.7

税引前中間（当期）純損失     686,067 △6.8 977,256 △9.0   2,432,653 △11.6

法人税、住民税及び事業税   3,800 3,800 7,600   

法人税等調整額   △251,585 △247,785 △2.4 264,485 268,285 2.5 143,215 150,815 0.7

中間（当期）純損失     438,281 △4.4 1,245,541 △11.5   2,583,468 △12.3

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

   前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

 その他利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

      （千円） 
2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 5,022,576 5,023,926 11,430,469 

中間会計期間中の変動額              

  剰余金の配当（注）         △179,712 △179,712 △179,712 

  役員賞与（注）         △15,000 △15,000 △15,000 

  中間純損失         △438,281 △438,281 △438,281 

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額  

（純額） 

              

 中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― ― △632,994 △632,994 △632,994 

 平成18年９月30日 残高 

      （千円） 
2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 4,389,582 4,390,932 10,797,475 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算差 

額等合計 

 平成18年３月31日 残高 

      （千円） 
― ― 11,430,469 

 中間会計期間中の変動額      

  剰余金の配当（注）     △179,712 

  役員賞与（注）     △15,000 

  中間純損失     △438,281 

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額  

（純額） 

△4,500 △4,500 △4,500 

 中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△4,500 △4,500 △637,494 

 平成18年９月30日 残高 

      （千円） 
△4,500 △4,500 10,792,974 



   当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

   前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

純資産  
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
      （千円） 

2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 2,244,395 2,245,745 8,652,288 8,652,288 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △179,712 △179,712 △179,712 △179,712 

中間純損失         △1,245,541 △1,245,541 △1,245,541 △1,245,541 

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額  

（純額） 

              － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △1,425,253 △1,425,253 △1,425,253 △1,425,253 

平成19年９月30日 残高 
      （千円） 

2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 819,141 820,491 7,227,034 7,227,034 

 

株主資本 

純資産  
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
      （千円） 

2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 5,022,576 5,023,926 11,430,469 11,430,469 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当（注）         △179,712 △179,712 △179,712 △179,712 

役員賞与（注）         △15,000 △15,000 △15,000 △15,000 

当期純損失         △2,583,468 △2,583,468 △2,583,468 △2,583,468 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 
（純額） 

              － 

事業年度中の変動額合計 
      （千円） 

－ － － － △2,778,180 △2,778,180 △2,778,180 △2,778,180 

平成19年３月31日 残高 
      （千円） 

2,992,287 3,414,255 3,414,255 1,350 2,244,395 2,245,745 8,652,288 8,652,288 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

  
前中間会計期間  

  
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  
当中間会計期間  

  
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間（当期）純損失   △686,067 △977,256 △2,432,653

減価償却費   1,570,975 1,915,029 3,384,104

退職給付引当金の増加額   17,345 15,006 38,875

支払利息   15,089 51,497 33,092

為替差益   △167 △77 △393

国庫補助金等受入額   － △540,000 △360,000

固定資産売却損   － － 1,660

固定資産除却損   5,340 18,022 16,519

リース解約損   － － 49,953

売上債権の増減額   301,305 △612,214 828,654

たな卸資産の増減額   △786,767 261,604 △730,857

未収入金の増減額   △282,000 43,947 △166,568

有償受給材の増減額   456,331 79,266 △36,574

仕入債務の増減額   458,143 △1,548,549 1,174,120

未払金の増減額   △534,564 △37,490 336,398

役員賞与の支払額   △15,000 － △15,000

その他   111,220 478,891 △357,194

小計   631,185 △852,322 1,764,138

利息の支払額   △14,624 △50,300 △33,135

リース解約による支払   － － △49,953

法人税等の支払額   △385,591 △3,934 △754,147

法人税等の還付による収入   － 366,355 －

営業活動によるキャッシュ・フロー   230,969 △540,201 926,902

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △1,152,897 △8,856,507 △1,667,136

有形固定資産の売却による収入   － 55 22,148

無形固定資産の取得による支出   △10,713 △6,585 △43,233

国庫補助金等受入額   － 90,000 360,000

その他   △38,651 △3,348 △46,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,202,262 △8,776,385 △1,374,924

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増加額   1,500,000 1,000,000 1,000,000

長期借入れによる収入   － 8,000,000 －

長期借入金の返済による支出   △125,000 － △125,000

配当金の支払額   △179,712 △179,712 △179,712

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,195,287 8,820,287 695,287

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   167 77 393

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   224,162 △496,221 247,658

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,638,592 1,886,251 1,638,592

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※1 1,862,754 1,390,030 1,886,251

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）デリバティブ 

時価法によっております。 

（1）デリバティブ 

同左 

（1）デリバティブ 

同左 

  （2）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品 

先入先出法による低価法を

採用しております。 

（2）たな卸資産 

同左 

（2）たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

先入先出法による原価法を

採用しております。 

   

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備は

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物      8～38年 

 機械及び装置  2～ 7年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

    

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失は、そ

れぞれ27,234千円増加しており

ます。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 

 これにより営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失は、そ

れぞれ9,329千円増加しており

ます。 

  

  

  (2）無形固定資産 

 ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失が、そ

れぞれ7,500千円増加しており

ます。 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上することとしております。 

  

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上することとしており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響

はありません。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処

理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処

理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

  （4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

（4）役員退職慰労引当金 

同左 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段として金利スワッ

プ取引を行っており、資金調達

に係る金利変動リスクをヘッジ

対象としております。また、金

材料について価額変動リスクを

回避する目的で先渡取引を利用

しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段として金利スワッ

プ取引を行っており、資金調達

に係る金利変動リスクをヘッジ

対象としております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段として金利スワッ

プ取引を行っており、資金調達

に係る金利変動リスクをヘッジ

対象としております。また、金

材料について価額変動リスクを

回避する目的で先渡取引を利用

しております。 

  (3）ヘッジ方針 

 金利変動及び金材料の価格変

動リスクのヘッジを目的として

おり、社内規程に基づき取引を

行っております。 

(3）ヘッジ方針 

 社内規程に基づき金利変動リ

スクをヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

 金利変動及び金材料の価格変

動リスクのヘッジを目的として

おり、社内規程に基づき取引を

行っております。 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性評価は、開始時

から有効性判定時点までの期間

における、ヘッジ手段とヘッジ

対象の時価またはキャッシュ・

フロー変動を比較し、両者の変

動比率等を基礎として行ってお

ります。なお、金利スワップの

特例処理の要件を満たすもの及

び先渡取引については、ヘッジ

対象とヘッジ手段の重要な条件

が同一であるため有効性の事後

的評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性評価は、開始時

から有効性判定時点までの期間

における、ヘッジ手段とヘッジ

対象の時価又はキャッシュ・フ

ロー変動を比較し、両者の変動

比率等を基礎として行っており

ます。なお、金利スワップの特

例処理の要件を満たすものにつ

いては、ヘッジ有効性評価を省

略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性評価は、開始時

から有効性判定時点までの期間

における、ヘッジ手段とヘッジ

対象の時価又はキャッシュ・フ

ロー変動を比較し、両者の変動

比率等を基礎として行っており

ます。なお、金利スワップ及び

先渡取引については、ヘッジ対

象とヘッジ手段の重要な条件が

同一であるため有効性の事後的

評価を省略しております。 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金及び随時引出し可能

な預金からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は10,797,475千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は8,652,288千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。 

受取手形 31,480千円

支払手形    667,256千円

設備支払手形     77,967千円

※１．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手形が中間期

末残高に含まれております。 

受取手形    22,607千円

支払手形    204,623千円

設備支払手形      6,363千円

※１．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。な

お、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

受取手形     30,265千円

支払手形    775,964千円

設備支払手形     43,588千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

          13,905,550千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

                    17,329,437千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

                   15,599,507千円 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

 同左 

――――――― 

  

  ４．当社は、機動的かつ安定的な資金調達

手段を確保するため主要取引金融機関と当座

貸越契約及びコミットメントライン契約を締

結しております。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額及びコミッ

トメントライン契約の総額 

 7,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額  7,000,000千円

  ４．当社は、機動的かつ安定的な資金調達

手段を確保するため主要取引金融機関と当座

貸越契約及びコミットメントライン契約を締

結しております。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当座貸越極度額及びコミッ

トメントライン契約の総額

10,000,000千円

借入実行残高 8,000,000千円

差引額 2,000,000千円

  ４．当社は、機動的かつ安定的な資金調達

手段を確保するため主要取引金融機関と当座

貸越契約及びコミットメントライン契約を締

結しております。これらの契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及びコミッ

トメントライン契約の総額 

10,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 10,000,000千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

仕入割引      1,740千円

受取家賃     36,888千円

※１．営業外収益のうち主要なもの 

仕入割引     8,433千円

受取家賃     46,530千円

※１．営業外収益のうち主要なもの 

仕入割引 3,056千円

受取家賃 73,776千円

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 15,089千円

売上債権売却損      14,504千円

受取家賃原価     25,716千円

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 51,497千円

売上債権売却損     19,124千円

受取家賃原価      34,177千円

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 33,092千円

売上債権売却損 34,561千円

受取家賃原価 51,672千円

――――――― ※３．特別利益のうち主要なもの 

国庫補助金等受入額     540,000千円

※３．特別利益のうち主要なもの 

国庫補助金等受入額     360,000千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損       5,340千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損     18,022千円

※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 16,519千円

リース解約損 49,953千円

たな卸資産廃棄損     295,169千円

５．減価償却実施額 

有形固定資産   1,547,497千円

無形固定資産      23,478千円

５．減価償却実施額 

有形固定資産  1,890,998千円

無形固定資産 24,031千円

５．減価償却実施額 

有形固定資産 3,337,586千円

無形固定資産 46,517千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

 開示の対象となる新株予約権及び自己新株予約権に関する事項はありません。 

４．配当に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

 開示の対象となる新株予約権及び自己新株予約権に関する事項はありません。 

４．配当に関する事項 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株式

数（株） 

当中間会計期間減少株式

数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式  14,377,000 － － 14,377,000 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 179,712 12.5  平成18年３月31日  平成18年６月28日 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加株式

数（株） 

当中間会計期間減少株式

数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式  14,377,000 － － 14,377,000 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 179,712 12.5  平成19年３月31日  平成19年６月27日 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

 開示の対象となる新株予約権及び自己新株予約権に関する事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式数

（株） 

当事業年度減少株式数

（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

 発行済株式        

   普通株式  14,377,000 － － 14,377,000 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 179,712 12.5  平成18年３月31日  平成18年６月28日 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資  

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 179,712 利益剰余金 12.5  平成19年３月31日  平成19年６月27日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と要約

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定   1,862,754千円

現金及び現金同等物 1,862,754千円

（平成19年９月30日現在）

現金及び預金勘定   1,390,030千円

現金及び現金同等物   1,390,030千円

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定   1,886,251千円

現金及び現金同等物 1,886,251千円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及
び装置 

6,556,210 3,970,040 2,586,170 

有形固
定資産
の「そ
の他」 

192,965 28,957 164,007 

合計 6,749,175 3,998,997 2,750,177 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及
び装置 

10,268,738 4,738,649 5,530,089

有形固
定資産
の「そ
の他」 

320,765 128,154 192,610

合計 10,589,503 4,866,803 5,722,699

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及
び装置 

9,230,686 4,156,730 5,073,955

有形固
定資産
の「そ
の他」 

320,765 96,282 224,482

 合計 9,551,451 4,253,013 5,298,437

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１年内  1,222,017千円 

１年超 1,651,060千円 

合計 2,873,078千円 

１年内 1,756,061千円 

１年超 4,070,341千円 

合計 5,826,402千円 

１年内 1,637,322千円 

１年超 3,764,371千円 

合計  5,401,694千円 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 650,125千円 

減価償却費相当額  590,682千円 

支払利息相当額 42,538千円 

支払リース料 1,000,659千円 

減価償却費相当額  919,192千円 

支払利息相当額 82,430千円 

支払リース料 1,344,260千円 

減価償却費相当額 1,224,995千円 

支払利息相当額 89,521千円 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内   76,698千円 

１年超 －千円 

合計 76,698千円 

１年内    2,656千円 

１年超  －千円 

合計 2,656千円 

１年内   24,782千円 

１年超  －千円 

合計 24,782千円 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 開示の対象となる有価証券はありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 開示の対象となる有価証券はありません。 

前事業年度末  （平成19年３月31日現在） 

 開示の対象となる有価証券はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引及び先渡取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いてお

ります。 

前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引及び先渡取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象

から除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．当事業年度において存在したストック・オプションの内容 

  平成17年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 

 当社取締役   9名 

 当社監査役   1名 

 当社従業員等 20名 

 株式の種類別のストック・

オプションの数 
 普通株式 100,000株 

 付与日  平成17年７月25日 

 権利確定条件 

 付与日（平成17年７月25日）以降、権利確

定日（平成19年６月30日）まで継続して勤

務していること。 

 対象勤務期間  自平成17年７月25日 至平成19年６月30日

 権利行使期間 権利確定後５年以内 

 権利行使価格（円） 2,275 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
－ 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   750円 71銭 

１株当たり中間純損失  30円 48銭 

１株当たり純資産額 502円 68銭 

１株当たり中間純損失    86円 63銭 

１株当たり純資産額 601円 81銭 

１株当たり当期純損失 179円 69銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式は存在するものの

１株当たり中間純損失であるため記載してお

りません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純損失       

中間（当期）純損失（千円） 438,281 1,245,541 2,583,468 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（千円） 438,281 1,245,541 2,583,468 

期中平均株式数（株） 14,377,000 14,377,000 14,377,000 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

 平成17年６月24日定時株

主総会決議新株予約権

（ストックオプション） 

 平成17年６月24日定時株

主総会決議新株予約権

（ストックオプション） 

 平成17年６月24日定時株

主総会決議新株予約権

（ストックオプション） 

   新株予約権  1,000個  新株予約権     810個  新株予約権  1,000個 

 

 なお概要は、「第４提出

会社の状況、１株式等の

状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 

 同左 

 なお概要は、「第４提出

会社の状況、１株式等の

状況、(2)新株予約権等の

状況」に記載のとおりで

あります。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第20期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月26日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月19日

カシオマイクロニクス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙山 康明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小野 純司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

マイクロニクス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第20期事業年度の中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、カシオマイクロニクス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月21日

カシオマイクロニクス株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 髙山 康明  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小野 純司  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 乗松 敏隆  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるカシオマイクロニクス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第21期事業年度の中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、カシオマイクロニクス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）ライツプランの内容
	(4）発行済株式総数、資本金等の状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/31
	pageform2: 2/31
	form1: EDINET提出書類  2007/12/21 提出
	form2: カシオマイクロニクス株式会社(359205)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/31
	pageform4: 4/31
	pageform5: 5/31
	pageform6: 6/31
	pageform7: 7/31
	pageform8: 8/31
	pageform9: 9/31
	pageform10: 10/31
	pageform11: 11/31
	pageform12: 12/31
	pageform13: 13/31
	pageform14: 14/31
	pageform15: 15/31
	pageform16: 16/31
	pageform17: 17/31
	pageform18: 18/31
	pageform19: 19/31
	pageform20: 20/31
	pageform21: 21/31
	pageform22: 22/31
	pageform23: 23/31
	pageform24: 24/31
	pageform25: 25/31
	pageform26: 26/31
	pageform27: 27/31
	pageform28: 28/31
	pageform29: 29/31
	pageform30: 30/31
	pageform31: 31/31


